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地域発展の権利と生涯学習

神田嘉延

Community Development Rights and Lifelong Learning 

Y oshinobu KANDA 
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はじめに

本論では，地域発展の権利と生涯学習の関係を暁らかにする。地域発展の権利は，第3世代の

人権概念といわれる発展の権利を，地域を媒介にして具体的に問題にしていくことを意味してい

る。発展の権利は，発展途上国を中心にする国際的な関係のなかで，人民の自決権としての経済

的，社会的，文化的権利を含む。それは，発展の中心主体である人間僧人の権利を集団的，民族

的に保障するものである。

発展の権利は，人間個人が発展の中心的主体ということから自決権としての参加民主主義の問

題を穣極的に内包している。自決権は，そこに居住する人誌の主権を尊重することを意味するが，

天然の富と資源の問題や少数民族・先住民問題等に自決権の真価がとわれる。この少数民族・先

住民問題や天然の富と資源問題では，具体的に住民の生活と自決権の問題が密接に結びついて展

開される必要がある。いうまでもなく，自決権の開題は，自らの地域生活を営んでいく諸能力，

自立的な統治能力が不可欠である。

地域の発展の権利は，新!日嫡民地主義支配に対する民族的解放，自立という鹿決権としての政

治的，経済的，社会的，文化的な発展の権利を意味する。それは，新旧植民地主義，多留籍企業，

先進国に対する集関的，民族的な地域発展の権利である。

新|日植民地主義は，国際的な都市と農村の矛!震であり，発展途上閣は，震史的に農業や天然の

原材料を中心としての第一次産業の産出国であった。それらは，先進醤のためのものであった。

発展の権利は，新旧植民主義，多国籍企業，先進爵にたいする発展途上国の人民の人権保障要求

である。先進閣内においても都市と農村の矛盾があり，また，地域の資源の略奪，環境破壊の問

題ということもある。

農村では過疎化が進み，様々な地域において環境破壊や伝統的な地域文化の破壊が起きている。

地域の発展という概念は，発展途上国の人民の自決権，経済的，社会的，文化的な自立というこ

とから問題を発しているが，地域破壊という現代の資本主義の共通の社会的病理の問題からの人
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権保障という問題が根底にある。発展の権利を考えいくうえで，先進国における大量生産・

消費という経済発展至上主義の問題や発展途上国の開発と援助のあり方を問題にしていく必要が

ある。

本論での地域発展の権利は， 1986年の国連総会の「発展の権利に関する宣言」を中心にして，

生涯学習との関連で開題を掘り下げていくが，この人権概念の構築は，先進国の地域問題をも含

めて，人類の普遍的な地域的な生活矛盾問題の克服のためのひとつの論理となっていく大きな可

台g'性をもっている。

1 第3世代の人権としての発展の権制

発展の権利とは，第三世代の人権概念として開題提起されている。人権概念は，国家からの自

由としての自由権的基本権から資本主義の矛盾から生存権的基本権や労働者の団結権等の集団的

権利としての社会権，そして，第三世代の人権としての発展途上閣の新旧植民主義や多国籍企業

等の政治的，経済的，社会的，文化的な発展の権利というように問題を展開してきている。(1)

闇擦的に発展の権利が広く認知されたのは， 1986年 12月の国連第 41面総会「発展の権利に関

する宣言」による決議以降である。しかし，この国連決議も全参加国が一致して賛成したもので

はなかった。決議は，発展途上国を中心にして発案されたものであり，賛成 146，皮対l(アメリ

カ)，棄権8(日本，イギリス，西ドイツ，イスラエル，デンマーク，スウェーデン，フィンラン

ド，アイスランド)ということで一部の先進国を中心にして反対があり，全加盟国のコンゼンサ

スでなはかった。

発展の権利に関する概念は， 1986年の国連の宣言の前文において次のようにのべられている。

「発展とは，人民全体並びにすべての個人が，発展と，それからもたらされる利援の公正な分配に，

積極的かつ自由に，また有意義に参加することを基礎として，彼らの祖祉の耐えざる増進をめざ

す包括的な経済的，社会的，文化的及び政治的な過程であるお発展とは，福祉の増進を絶えざる

包括的な過程としている。ここには，人民全体と樹人の発展が統一的に規程されているのである。

そして，すべての人権は，桔互依存的であり，ある種の人権の促進のために，他の人権の否認を

正当化するものでないことを次のように強調しているのである。「すべての人権及び基本的自由は

不可分かつ相互依存的であること，発展を促進するためには，市民的，政治的，経済的，社会的

及び緊急の配騒が払わなければならないこと，したがって，ある種の人権及び基本的自由の促進，

尊重及び享受は，他の人権及び基本的自由の否認を正当化することができない」。そして，包括的

な経済的，社会的，文化的，政治的な人権概念を含むという発展の権利であるが，人間個人が発

展過程の中心的主体であることに注目しているのである。「人間個人が発展過程の中心的主体であ

り，したがって発展政策は，入閣を発援の主要な参加者・及び受益者としなければならないことを

承認し，人民及び個人の発展にとって有利な諸条件を創り出すことは，彼らが属する富家の主要

な責任であることを承認し，鴎際面における人権の促進及び保護のための努力は，新国際経済秩

序樹立のための努力をともなわなければならないこと」と。ω

そして，第1条〔権利としての発展]で「発展の権利は，譲ることのできない人権である。こ

の権利に基づき，それぞれの人間及びすべての人民は，あらゆる人権及び基本的自由が完全に実

現されるような経詩的，社会的，文化的及び政治的発展に参加し，貢献し並びにこれを享受する

権利を干ぎするJ というように，あらゆる人権の実現のために，それぞれの分野での参加と貢献を

強調している。
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発展の権利が体系的にうちだされたのは，ユネスコの人権・平和部長のカルレ・ヴアサークの

1977年の世界人権宣言30周年を記念して問題提超された概念である。そこでは積極的に人権の

第3世代論をのべたものである。第3世代の発展の権利は，連帯の権利という意味で，個人，醤

家，公的・私的な団体等，すべてのものの協力を要するということで，発展の権利，環境権，

和への権利，人類の共同財産の所有権料が含まれるとしている。

発展の権利をめぐっての見解の違いは，個人の人権と国家を含む集団の権利との関係，発展途

上国と先進国との関係がある。発展の権利の概念をめぐっては2つの流れがある。ひとつは，発

展途上層よりの考え方であり，圏内的には罷家に対する人民の権利，対外的には，他の霞家と国

際社会に対する権利として個人の権利と集団の権科としての南側面をもっという見方である。こ

こには，国際的な中で国家の権利や民族自決権の問題が含まれていく。

集部の権利としての発展の権科は，人民参加の民主的プロセスを通じて人民の自決権として，

個人の人権，民主主義ということと，集団としての発展の権利の蝶介である参加の権利を重視す

る。

そして，発展の権利は，経済的自決権として，先進閣にたいして，発展途上国にある不公正な

国際経諦秩序である新植民地主義や多国籍企業からの解放を含んでいるとする。これには発展途

上関への先進菌の経済支配と開発独裁の問題からの解放による人権確立のことがある。発展途上

国には，経済的自決権の尊重量に基礎をおく国際協力の権利があり，天然資源にたいする永久的主

権の承認が必要とする。これらの権利を人権概念のなかで構造化したのが発展の権利である。

もうひとつの見方として，先進閣の場合は，発展の権利を人爵{国人の次元のみの権利としてみ

る流れであり，集団の権別の内容を{国人のグループとしてみる見方である。この意味から，人民

の権利，国家の権利に反対する。先進国の間際協力，援助の供与を発展の権利とすることを日本

等は反対する。発展途上国の自立的経済発展を中心とする新国擦経済秩序が人権の前提とする発

農の権利という概念に反対するのである。

アメリカは，発展との関係で国家の権利を一切認めないという立場をとる。国家による個人の

人権侵害ということで。主権富家と個人の人権。経済的・社会的発展の達成のために個人の財産

所有権の尊霊が必要であるとし，多聞籍企業は経済発展に大きな役割を果たしているという見方

である。ω

ところで，国連の「発展の権利に関する宣言」の意義について，松井芳郎氏は，いくつかの不

十分さをのこしながらも「発展の権利の現代国際社会における意義を，一言でいいあらわずなら，

それはすべての人間が人間としての可能性を全面的に開花させることができるように，国擦社会

と各々の箇舟社会のあらゆる面での民主的改革を追求する権利である，ということができる}4)と

のベる。

国連総会で決議された発展の権利については，まだ十分に議論がつくされていない権利概念で

あると田畑茂二氏も次のようにのべる。「人間の基本的ニーズに応え，人間性を生かすという共通

の自標については，一致があるにしても，権利の具体的な内容やその法的性格などについては，

まだ議論が十分尽くされていないとみられる点があることはたしかである。国連総会で採択され

た「発展の権利に関する宣雷」は，通常の調擦法上の原則のように，調際連合の国際法委員会で

論議されたものではなく，国連人権委委員会で議論されたものであって，十分綿密な法的論議が

尽くされたものではない。してがって法的厳密性という観点からするならば，内容も具体性を欠

き，抽象的一般的きらいがある……「発展の権制J はいわば「生成しつつある人権J というべき
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ものであって，その具体的な内容は，今後，国際連合などの公の場での議論や諸菌家の実践の中

で，徐々に固まっていくといった性質のものということができるであろう」。つまり，発展の権利

は概念には未成熟であるが，現実の発展途上国の社会矛盾の問題状況からの解放からは，大いに

意味のあるという晃方である。(5)

2 発展の権利と自決権一一天然の資源と少数民族問題一一

発展の権利においては，天然の富と資穏に対する完全な主権の行使という人民の自決権を問題

にしている。天然の富と資源に対する完全な主権の行使ということは，そこに住む地域住民の生

活権の問題が基本にあることを考えなければならない。民族自決ということに，地域住民の生活

権を基礎にしての自治権が基本にある。このことによって天然の富と資源が人民の自決権として

保障されるものである。

これは，開発と環境問題ということに端的に現れていく。民族全体の発展の権利ということは，

そこに住む地域住民の生活権と矛属するものではない。発展の権利における天然の富と資源に対

する完全な主権の行使ということは，資菰を有する地域の住民の生活権の発展を根底にしなけれ

ばならないことを忘れてはならない。

つまり，天然の富と資源に対する完全な主権ということでの発農の権利には，そこに生活する

住民にとって，物質的な菌ばかりでなく，精神的・文化的な豊かな生活を保障していくという意

味での地域発展ということが含まれていることをみなければならないのである。

1986年の関連決議の発展の権利は，発展途上国の告決権による政治的，経済的，社会的，文化

的な発展の要求を人権概念の発展として体系されたものである。発展途上国の発展の自決権の否

定は，人権の捜容としてみなしたのである。自決権は単に政治的な自立という側面だけではなく，

経済的，文化的な自立を意味している。

発展の権利は，人民の完全な自決権と発展途上罰の経済的自立のための新国際経済秩序の努力

をあげているが，これらは，先進国に対する発展途上国の国連の経済社会委員会をとおしての間

際的要求である。

地域的な発展として，そこに居住する人民の主権，天然の富と資瀧に対する主権の確立の考え

は，すでに 1962年の国連総会で天然資源の永久的主権として決議されている。天然の富と資漉に

対する永久的主権への人民と民族の権科は r閣の発展と関係慢の人民の福祉のために行使されな

ければならなしりとしている。発震途上国の経済発展のための国際協力は r公的若しくは私的な

資本投資，商品及び役務の交換，技術援助又は科学的'障報の交換のいずれの形態をとるかを関わ

ず，発展途上爵の独立した国の発展を助長し，及び天然の窟と資擦に対するこれら諸国の主権の

尊重に基礎をおくものとするJ として，発展途上自の天然の富と資糠の主権を尊重した霞際的経

済協力を強調している。

1974年の国連総会決議の「諾障家の経済権利義務憲章」では，発展途上国の発展のための集匝

的経済安全保障の促進，発展途上国と先進国の経詩的格差の縮小のための発展途上閣の経済的独

立の強化策，多国籍企業の活動の規制・監督などを指摘している。

第 2条の[天然資漉に対する永久的主権]の 2(b)において r自慢の国家管轄権の範囲内で，多

国籍企業の活動を規縦し，震ま督すること，並びにそのような活動が自雷の法令及び規則を遵守し，

かつ自国の経済社会政策に合致することを確保するための措置をとること。多悶籍企業は受入れ

関の内政に干渉しではならない」と。(6)
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このように，多間籍企業の監視，規制のための国際的な経済安全保障の体制を求めている。こ

こでは，関連をとおしての国際的な監視，規制の強化策を展望しているのである。

さらに，公正な国際経済関保のために発展途上国の必要と利益のための均衡のとれた国擦経済

の構i量的な変革の国襟的協力や発展途上国の経済的，社会的進歩の協力の層際的責務を問題にし

ている。第8条[公正な国際経済関係]r諸国家は，より合理的で平衡な国際経済関係を促進する

ため，及びすべての国特に発展途上国の必要と利益に講和した均績のとれた世界経済における構

造的変革を助長するために協力すべきであり，このための適当な措置をとるべきである」。公正な

国際経済関係のために，発展途上国の必要と利議に力点をおいて均衡のとれた世界経済を求めて

いるのである。第9条[発展途上国の発展に対する協力]rすべての関家は，経済，社会，文化，

科学及び技術の諸分野において，世界全体特に発展途上国の経済的及び社会的進歩の促進のため

に協力する責任を有する」。以上のように発展途上国への経済的協力は，国際的に当然の権利とし

て認知さFれているのである。

ところで，発展の権制は，人民の自決権の完全な実現を含むが，これは，少数民族・先住民に

問題点が集中的に現れる。発展途上国における少数民族・先住民の権制が尊重されることは，国

内における発展の権利の完全な実現のための保障でもある。

1993年の世界人権会議「ウィーン宣言及び行動計闘」で、は r発展はすべての人権の享受を促進

するものであるが，発展の欠如を臨際的に承認された人権の制約を正当化するために援用しでは

ならない。国家は，発展を確保し発展への障害を除去するために相互に協力すべきである」と，

発展の権利は，民主主義，基本的岳由という人権尊重と相互依存的であることを強調している。(7)

そして，少数者の権利の助長と保護を臨家の賓務とする。「国家は，罰際法に従って，先住民の

人権及び基本的自由を平等にかつ差別なく尊重することを確保するために協調した横極的な措置

を取り，及び彼らの独特のアイデンテイティー，文化並びに社会組織の価値及び多様性を承認す

べきであるおこのように少数民族の独特のアイデンテイテイ・文化の保障は，国際的組織， ~語家

による価値の多様性の認知していくために重要なことである。

1992年に少数者の権利宜言としての国連決議は，少数民族の麗史，伝統，言語，文化について

の教育の保樟を国家に次のように求めている。「国家は，適当な場合には，その領域内に存在する

少数者の歴史，伝統，言語及び文化についての知識を助長するために，教育の分野で措置をとる

ものとする。少数者に属する者は，社会全体についての知識を得る充分な機会を持つものとするお

つまり少数民族の文化，言語，宗教，伝統及び週間を発展させるための条件としての教育の役割j

は大きいのである。

1989年の間際労働機構の先住民条約の前文では r人類の文化的多様性及び社会的生態的な講

和，並びに国際的な協力及び理解に対して，先住民及び種族民が顕著な寅献を果している」とい

うように，先住民の人類的賞献の役割を強調している。

先住民の居住する艶発についても第7条[開発]で，当該人民の優先的決定権と開発の管理権

を次のように指摘している。「当該人民は，かれらの生活，信念，制度及び精神的安寧，並びにか

れらが出有し又はそのf患のかたちで利用する土地に影響を及ぽす開発過程に対する自己の優先事

項を決定し，かつ，自己の経済的，社会的及び文化的開発を可能な範囲で管理する権利を有する。

更に，かれらに直接影響を及ぼす国家的及び地方的な開発の立案並びに計画の作成，実行及び評

価に参加するお(8)先住民の開発の優先的決定権と自らの可能な範割による管理の権利，開発計踊

の参加・実行・評価の参加を指摘するのである。



214 教育学部紀要第71号

また，先住民の職業訓練，手細工及び農村産業については r当該人民の経済環境，社会的及び

文化的条件並びに実際的必要に基づかなければならない。この関連においてなされるいかなる研

究も，これらの人民との協力の下で行われ，この計画の組織及び運営についてこれらの人民と協

議しなければならないJ としている。

そして，自立及び発展のための活動として，予縮工，農村及び集落を基礎とする産業等の缶統

的活動の尊重をのべている。「当該人民の伝統的活動は，かれらの文化を維持し，経済的に自立及

び発展する上の重要な要素として認めなければならない。政府はこれらの人民の参加の下に，か

つ適当なときはいつでも，これらの活動を強化し推進するよう確保しなければならない。J r当該

人民の要請に基づき，これらの人民の伝統的な技櫛及び文化の特徴，並び、に持続的かっ公正な発

展の重要性を考慮に入れ，可能な場合は，適当な技術的財政的援助を供与しなければならないJo

経済的な自立と発展のためには，少数民族の伝統的な文化に基づく産業が必要とするのである。

人類のかかえる開発ということは，自然や文化との調和的発展の問題提起をしているが，そのこ

とは，少数民族の伝統的文化に基づく産業のあり方から学ぶことがある。少数民族の伝統的な文

化，精神的価値，慣行の尊重と保護は，かれらの生活，労働条件，健康，教育の改善の促進を否

定するものでは決してない。

ここでは，開発のあり方に，文化や自然との調和を問題にしている。生活，労働条件，健康，

教育の改革は，経済開発の優先事壌であると先住民条約は強調している。「当該人民の参加と協力

の下に，これらの人民の生活及び労働条件，鍵麗及び教育の水準を改善することが，かれらの居

住する区域の全殻的な経済開発の立案における優先事項とされなければならない」と。

1992年の関連環境開発会議の「環境と開発に関するリオ宣言」では，持続可能な開発，自然と

調和しつつ鍵康で生産的な生活を送る権利を人類は有することを笠宮したのであるが，この効果

的な達成のために先住民の英知を高く評価したのである。リオ宣言の第22原則で r先住民とそ

の社会及びその他の地域社会は，その知識及び缶統に鑑み，環境管理と開発において重要な役識

を有する。各国は彼らの同一性，文化及び利益を認め，十分に支持し，持続可能な開発の達成へ

の効果的参加を可能とさせるべきであるJo(9) 

悶連の発展の権利宣言ぎでは，発展の権利を実現していくために，関内における必要な措置とし

て，適切な経詩的，社会的改革を指摘する。第8条[陣内における発展の権科の実現]r国家は，

国内的な面において，発展の権利の実現のために必要なすべての措置をつることを約束すべきで

あり，とりわけ，基礎的資糠，教育，保健サービス，食糧，住居，麗用及びi収入の公平な配分を

すべての者が享有することができるように機会の平等を保障する」。発展の権利において盟内にお

ける教育，福祉サービス，食糧，麗用などの施策を由連の発展権利宣言では重視しているのであ

る。

そして，発展途上国に有利な条件をつくるために積極的な援助の国際協力を不可欠とするo第

17条[発展のための菌際協力]r発展のための国際協力は，すべての閣の共有の目的であり共通の

義務である。すべての国家は，発展途上国の発展の必要性と諸自的に従い，諸盟室長の主権平等を

厳守し，かっその主権を侵害するいかなる条件を付することなし発展途上障に有科な外的条件

を付与し，また積極的な援助を行うことにより，これら諸冨の経済的及び社会的発展を促進する

ために協力すべきであるJ と発麗途上菌の発展のための国際協力の義務を強調する。

以上のように国連の新経捺秩序のための決議は，発展途上国の経済的，社会的，文化的な発展

のための先進障の協力を提言しているのである。
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3 発展の権利と民主主義

発展の権利ということは，第3世代の人権として発展途上国によって主張されてきた概念であ

るが，発展途上障は，新!日植民主義によって支配されてきた歴史的経過のなかで，封建的な体制

から近代民主主義に移行していく過程での自出や民主主義の形成が未成熟の場合が多い。した

がって，発展の権利によって，基本的自由権や社会権等の人権の第一世代，第ニ世代の権利と矛

f霞するものではなしすべての人権は，相互依存的であるという指擁を尊重することが霊要であ

る。発展の権利の宣言では，第6条において，人権の棺互依存性を強調していることを見落とし

てはならない。「すべての盟家は，人種，性，言語及び宗教によるいかなる差別もなしに，すべて

の者のために，あらゆる人権及び基本的自由の普遍的な尊重及び遵守を助長し，奨励し及び強化

する自的で，協力すべきであるJとのべる。そして， 1993年のウィーンでの世界人権会議の宣言

と行動計画では「発展はすべての人権の享受を促進するものであるが，発展の欠如を留際的に承

認された人権の制約を正当化するために援用しではならないJ と指摘している。その民族の発展

が遅れていることによって，開発罷先による基本的自由権や社会権などが閤家によって否定され

ることはあってはならないということを戒めているのである。

アジアの経済成長において， 70年代から 80年代にかけて開発独裁国家の特徴をみることがで

きる。それは，強力な軍事政権にもとでの国家が開発主体として霊場したのである。そこでは，

抑圧的開発政治体制として，民衆の参加が排除された場合が多く，競争的な多元システムは存在

しなかった。

この開発独裁には，多国籍企業による投資と開発独裁政権との癒着構造があることを見落とし

てはならない。つまり，発撰途上国の問題ばかりではなく，新植民地主義的な工業罷発，農業開

発が行われ，多くが先進国への輸出産品のための強引な政府主導の開発になる。多国籍企業のた

めの輸出特部地域開発にみられるように，税制上の特別優遇策を通じての外資導入の発展途上国

の経済成長政策に典型にみることができる。また，間諜的な金融機関からの莫大な横務を抱えて

の開発独裁を進めているのも特徴的である。

発展途上閣の多くの国は，新j日の植民地経済によって菌内の民族的な資本が弱く，自立的国民

経済をもちえていない歴史的経過がある。強立後，植民体制の清算と自立経済の確立のないまま，

世界的な経済，多国籍企業のもとに，のみこまれていく場合が多い。多国籍企業の資本投資によっ

て経済発展をとげていったのである。これは，アジアに特徴的にみることができる。しかし， 90 

年代のアジアは，それぞれの固で民衆の力によって民主牝の動きが起き，開発独裁国家の崩壊過

程でもあった。この90年代において，発展の権利が鴎擦的に認知されていく意味は大きい。開発

独裁国家から民主化を進めていく民衆にとっての発展の権利が重要になってきている。

ところで，発展の権科の実現のために条件を創りだす主要な責任は国家にあると関連の発展の

権利宣言はのべる。そして r国家は，発展を確保し発展への障害を除去するために，相互に協力

する義務を有する」として r留家は，すべての居家の間の主権王子等，相互依存，互恵及び協力に

基礎をおく新国欝経済秩序を促進し，並びに人権の遵守及び実現を助長するような方法で，その

権利及び義務を履行しなければならない」と国家の強自の役割を重要視している。開発独裁から

民主化による発展の権利の開発は，民衆の潤発の参加ということを意味するが，それは，民間活

力による開発経済欝先ということではなく，公正な経済秩序を築くために菌家の独自の開発施策

の役割を否定していない。
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4 人関偶人の発展と生j産学習

人権概念としての発展の権利は，人間個人としての発展が中心的な問題となる。この開題には，

参加民主主義のことが積極的な課題となる。参加の問題は，発展の権利の重要な内響論になって

いく。 1986年の国連の発展の権利宣雪では，前文で「人関個人が発展過程の中心的主体であり，

したがって発展政策は，人聞を発展の主要な参加者及び受益者としなければならなしりという人

間を発展の主要な参加者，受益者としている。

さらに，第2条においても人間中心の発展を確認しているJ人間髄人が発展の中心主体であり，

発展の権利の積極的参加者及び受益者であるべきであるおこれらのことから国連の発展の権利宣

は，人聞が発展の中心的な主体であることを特別に強調していることがわかる。経済成長が決

してそこに居住する人民の豊かさにならない場合がある。それらは，開発による貧国の大量発生，

スラムの拡大，環境破壊，競争主義による人間諜外，伝統文化の喪失等にみられる。

また，人間個人の発農ということは，人開中心という経済成長の側面ばかりでなく，教育的な

側面，文化的儲菌をもっている。発展の権利に教育的，文化的な発展があることは，生濫学習と

いう視点から発展の権利を考えていくうえで重要な問題提起である。

1993年のウィーンの世界人権会議の宣言及び行動計画は，間家の義務としての人権教育の必要

性を次のように指摘する。「世界人権会議は，世界人権宣言，経済的，社会的及び文化的権利に関

する爵際規約並びにその他の国際人権文醤が規定するように，儲家は教育が人権及び基本的自由

の尊重の強化を目的とするように確保する義務を手ぎすることを再確認する。世界人権会議は，人

権の主題を教育プログラムに組み入れることの重重要性を強調し，そうすることを諸顕家によびか

けるおこのようにウィーンの世界人権会議は，人権教育の必要性を共通認識としている。

1985年のユネスコの学習権宣言では r学習権は人間の存荘にとって不可欠な手段J としてい

る。学習権がなければ人間としての発達，欲求は達成されることがないとしているのである。農

業や工業の発展や地域の生活水準の向上も学習権なくしては，人陪的発展がないという見方であ

る。

ユネスコの学習権宣言は，このことについて次のように明快に指摘している。「学習権なくして

は，人間的発達はあり得ない。学饗権なくしては，農業や工業の躍進も地域の健農の増進もなく，

そして，さらに学習条件の改善もないであろう。この権科なしには，都市や農村で働く人たちの

生活水準の向上もないであろう。端的にいえば，このような学習権を理解することは，今日の人

類にとって決定的重要な諸問題を解決するために，わたしたちがなしうる最善の貢献の一つなの

である。しかし，学習権はたんなる経済的発展の手段ではない。それは基本的権利のーっとして

とらえられなければならない」と。(10)

つまり，学習権は物質優先の豊かさを求めた生産力第一主義による経済的発展の手段としてで

はなく，人間の発展を中心とした発展の権利を意味し，人間にとっての基本的な権利としてとら

えるべきであるとしたのである。

学習権は，人間個人の発展を中心にして，その個人の発展を社会的に保障していていかねば完

全に実現されない構造をもっている。傭人の基本的臨由の権利と人関的発達を保障する集団的な

権利は矛臆するものではない。関連の発展の権利の宣言では，社会だけが，人間的な発展の権利

を尊重することを強調している。「すべての人需は，彼らの人権及び基本的自自の完全な尊重の必

要性，並びに彼らの社会への義務を考躍して，個別的並びに集団的に発展への責任を有する。社

会だけが，人間の自由で完全な密己実現を保障することができる。したがって，すべての人聞は，
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発展のための適切な政治的，社会的及び経済的秩序を促進し及び擁護すべきであるJ と人権の尊

重における傭人と社会の費任の関係をのべている。

個人の人権・基本的自由の完全の尊重と偶人の社会への義務との関係，社会だけが，人慢の自

由で完全な告己実現を保障することができるという社会的視点、からの人権を問題にし，経済的，

政治的等の鋼人活動の無条件の自由を容認していない特徴をもっている。

この視点は，人間の発還を中心とする学習権にとって大切なことである。公的な教育機関が保

揮する学習権は，社会的な関係，人間的発達を無視した「自由J な余暇活動を意味しない。 1974

年のユネスコで採択された勧告の「閤際理解，国際協力及び国際平和のためのの教育並びに人権

及び基本的自由についての教育に関する」では，傭人の知的，感矯的発達を基本にして，霞際教

育における社会的責任感，恵まれていない集盟との連帯感の発達，集団のなかで働くこと，自由

なる討議に参加することを震視するo

「悶際教育は，学習，訓練，構報及び行動を組み合わせ，個人の適当な知的及び感情的発達を助

長すべきである。国際教育は，社会的貿任感及び恵まれなていない集団との間の連帯感を発達さ

せるべきであり，かつ，日常の行動における平等の原則の遵守に導くべきである」。経済的発展を

人間の発達を中心とする人権に結びつけるうえで重要な視点、は，持続可能な発展の額極的な取組

である。この問題にとりくむ費任ある市民を育成するのも生漉学曹の大きな仕事である。ここに

おいて，社会的責任，集団的権利が強調されるのである。

そして， 1974年の国際理解等教育のユネスコ勧告は，器内的，国際的諸問題についての批判的

理解力に注目して，自由なる討議の参加を開題にする。「国際教育は，また，閣内的及び国際的諮

問題についての批判的理解力を獲得すること，事実，意見及び考え方を理解し説明すること，集

屈のt:tで働くことと自由な討議を受け入れ，これに参加すること，いかなる討議にも適用できる

基本的な手続規則を守ること並びに当該事実とその要菌についての合理的な分析を基礎として価

髄判断及び決定を行うことを個人に対して可能にする性質，適正及び能力を発達させることにも

力を貸すべきであるJと指摘する。(11)批判的理解力と自由なる討議の参加の必要性は，多元的な髄

値を相互に認め合っていくという寛容な精神の育成にとっても重要性をもっている。

ところで， 1974年の関連総会の決議の「諸国家の経撰権利義務憲章」では，先進国の発展途上

国への科学技楠の援助として，第13条の3[科学技術の移転]の項目で次のように指摘する。「先

進爵は，発展途上国の経携の拡大と変革を援助するために，その科学的及び技術的基盤の確立，

強化及び発展，並びにその科学研究と技備活動のために，発麗途上国と協力すべきである」。

この指摘より発展途上国への経済的発展のために，先進盟の科学技術の援助は大きな位置を占

めていることを忘れてはならない。ここでは，発展途上国の経済的な主権を基礎にしての先進国

の科学技補の移転の協力の開題を指摘しているのである。先進留の役割としての科学技締の協力

を問題にしているが，この技錆移車誌の問題は，人聞の能力の発展の問題がなければ展開すること

ができない。つまり，発展途上屈に対する人材育成として，高度の研究開発能力の育成，職業技

術教育の発展・普及の仕事があることを重視しなければならない。鹿際的な関係において，先進

国が発展途上国に果たす役割として，国際理解教育としての途上国への連帯意識の育成とともに，

持続可能な経済発展のための高度技術の移転の問題があることを忘れてはならない。

ところで，教育の課題は，教育機関のみの領域だけの仕事として専念するものではない。高度

技補移転の人材育成としては教育機関としての独自の課題があるが，しかし，その内容論的な問

題は，社会開発計額のなかに教育計覇が位置づいていかねば実質的な人材要請につながっていか



218 教育学部紀要第71号

ない。また，人間の発展を中心とした社会開発は，持続可能な発展の内容が必要であり，このた

めには，民衆の社会開発の参加の問題が大きな意味をもっている。この閣からも非政府組織の役

割jは大きい。

1994年のユネスコ国際教育会議の「平和・人権・民主主義教育に関する総合的行動要項Jでは，

教育分野と他の社会セクター機関との調整がのべられている。「市民の教育は，教育分野だけがそ

の責{壬を負っているものでは決してない。この領域における任務が効果的に遂行されるためには，

教育分野は，特に，家庭・伝統的なコミュニテケ…ション経路を含んだメディア・労働界・非政

府間組織と密接に協力しなければならない」。ここでは，市民教育の分野では，教育機関のみが責

任をもっているのではないということを指摘しているのである。そして，成人教育のプログラム

では，非政府間組織が大きな意味をもっているとして r地域の生活状況と世界的問題との関連牲

をすべての人に認識させるべきJとしている。(叫つまり，地域生活の課題と世界的問題の関連性を

認識していくことが，第三世代の権利の時代の発展の権利の学審課題である。

5 発展の権利としての社会開発と教育・文化の役割

1995年のコペンハーグンの社会開発サミットは， 130ヶ国の政府代表によって人開中心の社会

開発をかかげた会議であった。会議では，人間中心の開発として，貧盟克服，藤用の安定，社会

的弱者を保護し，差別を撤擬する社会の統合を重視して，人類の苦手揺を第一の優先課題として開

いたサミットであった。貧困克服の具体的な施策として，先進盟政府の途上国援助(ODA)の20%

と発展途上国の国家予算の20%を社会開発分野に充てる相互協定が合意され，質問の撲滅をめざ

し， 2000年の国連総会に社会開発サミットの結果の実施状況を再検討，評価する特郎総会を開く

ことで閉幕した。設置が見送られた国際的な新税による国標社会開発基金構想については，題連

の社会経済理事会で検討されることになったが，世界の貧国の根絶，失業の緩和，差別をなくす

社会統合において閤連の役割が一層重要性をもっていることが問題にされたのである。

この社会開発サミットは米・欧・ Bの覇権のもとでの世界秩序を維持しようとするタカ派と国

擦・盟内民主主義をめざすハト派との網引きがあったと，武者小路公秀氏は指摘する。そして，

この綱引きは，三つの問題があったとする。第ーは，社会開発についての位置づけである。タカ

派は，社会開発を経済競争に負けた社会的弱者の怒善的な対応とみ，ハト派は，経済競争は本来，

強者・富者に有利に働くものであるから社会開発はそのしくみにメスを入れる必要があるという

立場をとる。

第ニに，タカ派は，国家による貧困・失業・社会崩壊への対策を国連で補うという立場と，ハ

ト派は，経梼開発から切り落とされた農辺社会の各種社会躍を力づけ，活性化するために，地域

の草の根運動に国家の支援に重点をおくという見方である。

第三に，タカ派は，社会開発サミットの決定事項を世界銀行などの先進国を中心とする世界機

構で進めようとすることと，ハト派は，圏連の経済社会理事会の権限を強化して，国連システム

で問題を解決しようとする立場である。

以上の三つの次元においてタカ派とハト派の立場の根本的な違いがある。しかし，社会開発サ

ミットは，社会発展についての根本的な発想、の転換があったことを武者小路は指摘する。それは，

貧困・失業・社会解体を計算に入れないかぎり，持続可能性に欠けることが次第に自覚され，

イ壬，社会的義務，連帯という価値が公に国際的に認知されたと。(13)

これらのハト派とタカ派との立場の違いを重要視する見方は先進国と発展途上国の立場という
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次元ではなく，先進国の民主主義的な運動を発展途上国と連帯していくという関際的な視野から

の民主主義の問題を考えていくということで注目する見解である。そして，間連の経済社会理事

会が総合的な社会開発政策の推進を行うために，自由貿易路畿を愛閤克服，雇用創出，社会統合

のために民主的にコントロールする展望をつくりだしていくことであり，IMFや世界銀行，WTO

も国連に協力するように権限の強化と機構の改革を問題にする必要がある。{叫

持続発展可能な開発，発展途上国の地域住民の自立をめざした自立的開発運動，開発と倍統文

化を結合した草の根的な開発運動の実践の試みは 80年代から 90年代にかけての新しい特徴とし

て世界各地で起きはじめている。まさに，地球的規模での箪の根の地域的民主主義運動が生まれ

はじめている。

例えば，タイ東北部では，新植民地主義的，アグリビジネスの農業開発によって，森林の破壊

と田畑が荒廃し，農民の貧困化，子どもの出稼ぎ化が進行していったが，伝統的な農業や生活文

化を見寵し，森林保全を行っていこうという新たな農民自立運動が展開されはじめている。そし

て，地域的に有機農業を展開して，消費者との薗接な農産物販売，倍統的な農村工業を発展させ

ようとする地域市場の試みも実施しはじめている。また，地域の相互扶助機能を発揮させようと

米銀行，豚銀行，野菜銀行，生活協同組合等を村落段階で組織しはじめている。これらの農民の

自立運動において， NGOの地場ワーカーの役割は大きい。農民の運動を交流し，棺互に教育して
いく成人・青年の主主の根の自立能力形成のための紐織が大きな役割を果している。(15)

この運動のとりくみにおいて，伝統的な文化の意味が大きいが，そのひとつとして僧侶の役舗

を無視することができない。例えば，タイでのナーン和尚の報徳の思想、にもとづいての僧侶をリー

ダーとする開発運動である。かれは，村びとに膜想、ll:観の教えを説く。村人の借金経済や生活の

荒擦は，金銭とか享楽に執着する煩悩にあるとして，仏教が教える槙想によって，これを排し，

澄んだ心でものの善悪を見通す力(止観)を養うと。(16)

スリランカにおける貧困な農民層の自立をめざすサノレボダヤ開発運動も仏教の伝統的な世界観

を基礎にしての自助活動である。サルボデア運動では，開発という概念は大願成就ということで

ある。サルボダアは，民衆全員の覚醒と全人格を目覚めさせるという新しい人間づくりの運動と

いうことである。「サルボデヤ運動では，開発を進める時独自の 10項目の基本的ニーズを指針と

する。これらは，人聞の福祉に不可欠な要素で，水，食糧，住居，衣服，医療，コミュニケーショ

ン，燃料，教育，清潔かつ安全で美しい環境，精神的・文化的生活が揚げられる。…・・・人間の尊

厳を保っていきていくために基本的に必要なこれらの項目という観点、からみると，基本的ニーズ

にふくまれないすべての要求が貧欲，怠惰，無知などの産物である」と指摘する。(17) サルボデア

運動は地域開発のリーダーとして僧告が大きな役割を果たすのである。仏教の教えは，民衆の解

放のためにということで現代の社会矛盾に対して革命的意義をいもっているとする。とくに，サ

ルボタゃア運動において女性の役割が大きいとする。

タイの農民の自立的開発運動やスリランカのサルボダア運動においても現代社会の貧困問題を

麗視して，地域住民の自立運動に大きな役割を果しているのである。開発ということを地域住畏

の自立，抑圧と貧困からの解放としてとらえているのである。この自立運動において，倍統的な

地域的な文化そ見躍し，その精神的文化によって，現代から未来を見通すということで，その方

法は，単に復古的な伝統主義ではなく，米来志向的な革命的意識をもっているのである。これら

の試みが，菌擦的な社会開発運動として，新!日植民主義，多国籍企業から解放されて，発展途上

国の諾民族の人間的発麗になっていくためには，発展の権手りを保障する機構，新陸際経済秩序，
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人間的発達を保揮できる学習権がすべてに保障される必要がある。人間の能力的な発展からみる

ならば，識字率の問題は重大な課題である。これは，発展途上国の人々の発展の権和としての基

本的な要素のひとつである。

まとめ

発展の権利を人権離念の発展として位置づけしたことによって，新旧植民主義や多閤籍企業か

らの解放，新経済的秩序の問題が人間主体の問題としてうかびあがってきたのである。社会的，

経詩的，政治的，文化的な自立が発展の主体としての人間の発達の開題は大きな課題である。人

慌を中心とした発展を考えていくうえでも人間的な能力の発展が保障されていることである。こ

れには，当黙ながら学習権の保障が前提にされる。

そして，この人聞の発展において，主権在民，参加民主主義の諸能力が大きな課題となってい

くのである。つまり，地域住民の主権確立，参加民主主義の諸能力形成のためには，生濫にわたっ

ていつでもどこでも気軽に学習が保障されるという生涯学習の観点が必要である。

発展の権利は，人陪が人間として生きていくうえでの発展の可能性を全面的に開花できるよう

に，国際社会とそれぞれの国内のあらゆる面での民主的改革を追求する権利である。発展の権利

は，人間のすべての進歩を含む総合的な人間の発展の権利であり，人間の日常生活の基本的生活

手段である福祉，教育，文化施設，医療・保鍵施設等は，地域にあり，地域生活の充実が基本的

に必要となる。

本論では，地域発展の権利と生涯学習という課題を国連の「発展の権利宣言」を中心にして展

開した。このテーマについて神田は，研究がはじまったばかりである。山固定市先生の退官記念

論文集としては，今までの研究成果をまとめようと考えたが，未熟ながらこれから研究を深めて

いこうという課題の方が未来志向的な研究姿勢として思い，敢えて未熟ながら本稿を書いた次第

である。
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